
消費税法等の改正

はじめに

　令和 7年度税制改正においては、外国人旅行者
向け消費税免税制度（輸出物品販売場制度）につ
いて国内での横流しといった不正を防止する観点
からリファンド方式への見直しが行われるととも
に、リース譲渡に係る資産の譲渡等の時期の特例
が廃止されたほか、所要の改正が行われています。
　本稿の改正内容を含む「所得税法等の一部を改
正する法律」（令和 7 年法律第13号。以下「改正
法」といいます。）は、令和 7 年 3 月 4 日に衆議
院において修正・可決された後、同月31日に参議
院本会議で可決・成立し、同日に公布されていま
す。また、関係政省令等もそれぞれ次のとおり公
布されています。
・　消費税法施行令の一部を改正する政令（令和
7 年政令第125号。以下「改正消令」といいま
す。）
・　租税特別措置法施行令の一部を改正する政令
（令和 7年政令第127号）
・　消費税法施行規則の一部を改正する省令（令
和 7年財務省令第22号。以下「改正消規」とい
います。）

・　租税特別措置法施行規則等の一部を改正する
省令（令和 7年財務省令第26号）
・　消費税法施行令第18条の 2第 2項第 3号の規
定に基づき、財務大臣の定める基準を定める件
の一部を改正する件（令和 7年財務省告示第88
号）
・　消費税法施行令第18条第 8項に規定する国税
庁長官が定める方法及び消費税法施行規則第 6
条の 2第 5項の規定に基づき国税庁長官が定め
るファイル形式を定める件の一部を改正する件
（令和 7年国税庁告示第10号）
・　消費税法施行令第18条の 2第 2項第 3号の規
定に基づき国税庁長官が観光庁長官と協議して
指定する自動販売機を定める件の一部を改正す
る件（令和 7年国税庁告示第11号）
・　消費税法施行令第18条第 3項第 2号の規定に
基づき、国土交通大臣及び経済産業大臣が指定
する方法を廃止する告示（令和 7 年経済産業
省・国土交通省告示第 3号）
・　消費税法施行令第14条の 4の規定に基づき内
閣総理大臣及び厚生労働大臣が指定する身体障
害者用物品及びその修理の一部を改正する件
（令和 7年内閣府・厚生労働省告示第 1号）
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一�　外国人旅行者向け消費税免税制度（輸出物品販売場制度）の
見直し

1 　改正の背景

　税務署長の許可を受けた輸出物品販売場を経営
する事業者が、外国人旅行者等の一定の非居住者
（以下「免税購入対象者」といいます。）に対して、
当該免税購入対象者がその出国の際に国外に持ち
出す免税対象物品（最終的に輸出される免税対象
物品）を所定の手続により譲渡した場合には、消
費税を免除することとされています（消法 8 ①）。
この譲渡は国内において行われる資産の譲渡では
あるものの、免税購入対象者がその出国の際に国
外へ持ち出すことを前提とした販売であり、その
実質は輸出取引と変わることがないと考えられる
ことから、輸出取引と同様に、その譲渡について
消費税を免除するものです。

　外国人旅行者向け消費税免税制度については、
観光立国推進基本計画（令和 5年 3月31日閣議決
定）において、「土産品等のショッピングは、日
本各地の魅力を訪日客に伝え、消費拡大に直結す
る観光資源であり、官民が連携して行う外国人旅
行者向け消費税免税制度の利用促進等により、シ
ョッピングツーリズムを推進する」こととされて
おり、観光立国の実現に資する施策として、これ
までも観光庁等からの税制改正要望を受けて、輸
出物品販売場の拡大や利便性向上を図る観点から
累次の見直しが行われる一方で、免税購入された
物品の譲渡・横流しが疑われる事案も発生してお
り、こうした不正対策のための見直しも併せて行
われてきました。

（参考）　近年の外国人旅行者向け消費税免税制度の主な見直し

改正年度 改正事項 施行日

平成26年度

・�特殊包装及び購入から30日以内の輸出の誓約を要件として、消耗品（税抜
価額5,000円超、50万円以下）を免税対象物品へ追加
・�100万円（税抜価額）超の一般物品を購入する免税購入対象者の旅券の写
しの保存を義務化
・�購入記録票及び購入者誓約書の記載事項の見直し及び様式の廃止

平成26年10月 1 日

平成27年度 ・�手続委託型輸出物品販売場制度の創設
・�港湾施設臨時販売場制度の創設

平成27年 4 月 1 日

平成28年度

・�金又は白金の地金が免税対象となる通常生活の用に供する物品に該当しな
いことの明確化

平成28年 4 月 1 日

・�免税販売の対象となる最低購入金額の引下げ（一般物品・消耗品ともに税
抜価額5,000円以上（改正前：一般物品10,000円超、消耗品5,000円超））
・�輸出物品販売場から国外へ直送する場合の免税販売手続の創設
・�商店街振興組合等の地区等にその組合員が大規模小売店舗を設置している
場合を手続委託型輸出物品販売場の対象範囲に追加
・�購入者誓約書の電磁的記録による提出・保存の整備

平成28年 5 月 1 日

平成29年度 （・輸出酒類販売場制度の創設）
※租税特別措置法による酒税の免税措置

平成29年10月 1 日
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平成30年度

・�最低購入金額の判定の見直し（一般物品と消耗品とを合算して判定可） 平成30年 7 月 1 日

・�免税販売手続の電子化（購入記録票・購入者誓約書による書類での手続を
廃止し、新たに購入記録情報に基づいた手続を整備等）
・�承認送信事業者制度の創設

令和 2年 4月 1日
以後に行う免税販
売に適用。
※�令和 3年 9月30
日までは書類で
の手続も併存。

（・免税購入された物品に関する税関職員の質問検査権の整備）
※国税通則法の措置

令和 2年 4月 1日

平成31年度 ・�臨時販売場制度の創設（港湾施設臨時販売場制度の廃止） 令和元年 7月 1日

令和 2年度 ・�自動販売機型輸出物品販売場制度の創設 令和 3年10月 1 日

令和 4年度

・�免税購入対象者の範囲の見直し（非居住者外国人の在留資格については対
象を短期滞在、外交、公用に限定、非居住者日本人は ２年以上国外居住に
限定）
・�Visit Japan Webを用いた旅券等の情報の提供に係る見直し

令和 5年 4月 1日

令和 5年度 ・�免税購入物品を譲り受けた者に対する即時徴収の見直し 令和 5年 5月 1日

令和 6年度 ・�免税購入物品と知りながら行った課税仕入れに係る仕入税額控除の制限 令和 6年 4月 1日

　このように、外国人旅行者向け消費税免税制度
は、免税対象に消耗品を加えるなどの累次にわた
る制度の見直しにより、免税店数の拡大と外国人
旅行者の利便性向上を図ることで、インバウンド
消費拡大の重要な政策ツールとなってきました。
　他方で、平成30年度税制改正により免税販売手
続が電子化され、輸出物品販売場における免税購
入の実態を税務当局において把握できることとな
り、これにより、多額・多量の免税購入物品が国
外に持ち出されず国内での横流しが疑われる事例
が多発していることが明らかになってきました。
また、出国時に税関において捕捉して確認を行っ
ても、多額の免税購入を行っている者のほとんど
は免税購入した物品を所持しておらず、税関にお
いて賦課決定を行ったとしても大宗が滞納となっ
たまま出国しており、制度の不正利用は看過でき
ない状況となっていました。さらに、輸出物品販
売場を経営する事業者においては、事後的に免税
販売が否認されるおそれがあることから、自主的
に一部の免税販売を控える動きもあり、旅行者に
とっても免税購入の機会を逸するなど、抜本的な
制度対応が求められていました。
　このため、令和 6年度の与党税制改正大綱（令
和 5年12月14日）においては「こうした不正を排

除しつつ、免税店が不正の排除のために負担を負
うことのない制度とするため、出国時に税関にお
いて持ち出しが確認された場合に免税販売が成立
する制度とする。実務的には、免税店が販売時に
外国人旅行者から消費税相当額を預かり、出国時
に持ち出しが確認された場合に、旅行者にその消
費税相当額を返金する仕組みとなる。新制度の検
討に当たっては、外国人旅行者の利便性の向上や
免税店の事務負担の軽減に十分配慮しつつ、空港
等での混雑防止の確保を前提として、令和 7年度
税制改正において、制度の詳細について結論を得
る。」こととされ、諸外国においても広く採用さ
れている、いわゆる「リファンド方式」への見直
しが決定されました。そして、令和 7年度税制改
正において観光庁・経済産業省からも免税制度の
見直しの要望を受け検討を行った結果、令和 8年
11月からリファンド方式への見直しを行うことと
されました。

2 　改正前の制度の概要

　外国人旅行者向け消費税免税制度は、輸出物品
販売場において免税購入対象者が免税対象物品を
一定の手続により購入した場合に、その免税購入
対象者によって免税対象物品が国外へ持ち出され
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ることを予定して、当該免税対象物品の譲渡に課
される消費税を免除する制度です。そのため、輸
出物品販売場で免税購入可能な者（免税購入対象
者）は外国人旅行者等の一定の非居住者に限られ
ており、また、免税対象物品については事業用の
物品は除外する観点から、通常生活の用に供する
物品に限定されています。
　免税販売を行う事業者は、販売場ごとにあらか
じめ税務署長から輸出物品販売場としての許可を
受ける必要があります。また、免税販売を行う場
合には、免税対象物品を購入する者から旅券等の
提示を受け、その者が免税購入対象者に該当する
ことを確認するほか、免税販売の下限金額を満た
していることを確認する等、免税販売の要件を満
たしているか否かを確認した上で販売することと
なります。その上で、その免税販売に係る事項を
記録した情報（購入記録情報）を国税庁の免税販
売管理システムへ送信することとされています。
なお、この免税販売手続については、あらかじめ
税務署長から承認を受けた「承認免税手続事業
者」に委託して、承認免税手続事業者の設置する
免税手続カウンターにおいて行うことも可能とさ
れているほか、購入記録情報の送信についても、
あらかじめ税務署長から承認を受けた「承認送信
事業者」を通じて行うことも可能とされています。
　本制度は、上記のとおり免税購入対象者が一定
の手続により購入した免税対象物品の譲渡につい
て、輸出物品販売場を経営する事業者における購
入記録情報等の保存を前提として、その場で免税
が確定する制度であるため、現行制度においては
実務上、免税購入対象者に対して免税価格で販売
することとなります。また、免税購入対象者は、
出国の際に税関長に対して旅券等を提示し、必要
に応じて持ち出しの確認を受けることとされてお
り、免税対象物品を所持していない場合には、免
除された消費税額に相当する消費税を直ちに徴収
（以下「即時徴収」といいます。）することとされ
ています。
　これらの制度の詳細は以下のとおりです。

⑴　免税購入対象者
　出国の際に免税対象物品が国外へ持ち出され
ることを前提として免税とする制度であるため、
輸出物品販売場で免税購入可能な者は一定の非
居住者に限られています。免税購入対象者は、
具体的には次のとおりとされています（消法 8
①、消令18①）。
①　日本国籍を有しない非居住者であって次に
掲げる者
イ　短期滞在、外交、公用の在留資格をもっ
て在留する者（出入国管理及び難民認定法
（昭和26年政令第319号）別表 1の 1、別表
1の 3）

ロ　寄港地上陸許可、船舶観光上陸許可、通
過上陸許可、乗員上陸許可、緊急上陸許可
又は遭難による上陸許可を受けて在留する
者（出入国管理及び難民認定法14～18）
ハ　合衆国軍隊の構成員等（日本国とアメリ
カ合衆国との間の相互協力及び安全保障条
約第 6条に基づく施設及び区域並びに日本
国における合衆国軍隊の地位に関する協定
（昭和35年条約第 7号） 1）

②　日本国籍を有する非居住者であって、国内
以外の地域に引き続き 2年以上住所又は居所
を有する者であることについて在留証明又は
戸籍の附票の写し（最後に入国した日から起
算して 6月前の日以後に作成されたものに限
ります。）により確認がされた者

⑵　免税対象物品
　通常生活の用に供する物品以外の物品（事業
用又は販売用として購入する物品）は免税対象
外とされており、金又は白金の地金についても
免税対象物品に該当しないことが法令上明確に
されています。また、消耗品については、国内
での横流しを防止する観点から、同一店舗で 1
日に販売する消耗品の合計額が50万円（税抜価
額）を超えない範囲内のものに限ることとされ
ています（消法 8①、消令18②）。
　さらに、消耗品については、国内において消
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費されやすいという性質にかんがみ、国内での
消費を牽制するための措置として、出国前に消
費していないことを税関において簡易に確認で
きるようにするための特殊包装を行うことが免
税販売の要件とされています（消令18③二、平
成26年経済産業省・国土交通省告示第 6号）。

⑶　免税販売手続等
①　旅券等の提示・情報の提供
　輸出物品販売場を経営する事業者は、免税
購入対象者に該当するか否かを確認するため
に、免税購入対象者からその者の旅券等の提
示を受け、その旅券等に記載された情報の提
供を受けることとされており、免税購入対象
者が提示を行うこととされている旅券等は次
のとおりです（消令18③一イ）。
イ　ロ以外の免税購入対象者（旅券により上
陸する者）
　上陸許可の証印がされた旅券又は「Visit 
Japan Web」により当該旅券に係る情報が
表示された映像面
　なお、日本国籍を有する免税購入対象者
については、上記の旅券に加え、その者に
係る在留証明若しくは戸籍の附票の写しの
提示又は当該書類の写しの提出を行うこと
とされています（消令18③一ロ）。
ロ　出入国管理及び難民認定法第14条の ２又
は第16条から第18条までに規定する上陸の
許可を受けて在留する者（以下「各種上陸
許可者」といいます。）
　各種上陸許可者の船舶観光上陸許可書、
乗員上陸許可書、緊急上陸許可書又は遭難
による上陸許可書

②　購入記録情報の提供・保存
　輸出物品販売場を経営する事業者は、免税
販売手続の際、購入記録情報（旅券等に記載
された情報及び免税対象物品の譲渡の年月日、
品名、価額等を記録した電磁的記録）を、遅
滞なく国税庁の免税販売管理システムを通じ
て国税庁長官へ提供することとされており、

当該購入記録情報を保存しない場合には、本
制度の免税の適用は受けられないこととされ
ています（消法 8②、消令18⑦、消規 6⑨⑩）。
　また、日本国籍を有する免税購入対象者に
対して免税販売した場合については、その者
から提示を受けた在留証明又は戸籍の附票の
写しに記載された事項を購入記録情報として
送信するか、これらの写しの提出を受けて輸
出物品販売場の所在地等に保存することとさ
れています（消令18③⑦、消規 6③、７①③）。

⑷　輸出物品販売場の許可等
①　輸出物品販売場
　輸出物品販売場は、適正に免税販売手続を
行うことが期待される事業者により経営され、
免税販売手続を行うための体制が整備されて
いる販売場である必要があることから、一定
の要件を満たす販売場としてあらかじめ税務
署長の許可を受ける必要があります（消法 8
⑦）。また、輸出物品販売場は、その態様に
よって、
・　免税販売手続が当該販売場においてのみ
行われる「一般型輸出物品販売場」
・　免税販売手続が免税手続カウンターにお
いてのみ行われる「手続委託型輸出物品販
売場」
・　免税販売手続が一定の自動販売機におい
てのみ行われる「自動販売機型輸出物品販
売場」
の 3つに許可が区分されています（消令18の
2 ②）。
（注）　上記の輸出物品販売場（市中輸出物品販

売場）のほか、日本国とアメリカ合衆国と

の間の相互協力及び安全保障条約第 6 条に

基づく施設及び区域並びに日本国における

合衆国軍隊の地位に関する協定第 2 条第 1

項に規定する施設及び区域内にある輸出物

品販売場（基地内輸出物品販売場）があり

ます（消令18③四）。

②　承認免税手続事業者
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　手続委託型輸出物品販売場において販売す
る免税対象物品に係る免税販売手続は、免税
手続カウンターにおいて承認免税手続事業者
が代理して行うこととされています。この手
続委託型輸出物品販売場を設置することがで
きるのは、商店街、ショッピングセンター及
びテナントビル等の特定商業施設内に免税手
続カウンターを設置する承認免税手続事業者
に免税販売手続を委託する場合に限られるた
め、手続委託型輸出物品販売場と承認免税手
続事業者の設置する免税手続カウンターは同
じ特定商業施設内に所在する必要があります。
承認免税手続事業者とは、特定商業施設内に
免税手続カウンターを設置することについて、
あらかじめ税務署長の承認を受けた事業者を
いいます（消令18の 2 ⑦）。
（注）　特定商業施設とは、①商店街振興組合法

（昭和37年法律第141号）第 2 条第 1 項に規

定する商店街振興組合の定款に定められた

地区、②中小企業等協同組合法（昭和24年

法律第181号）第 3 条第 1 号に規定する事業

協同組合の定款に定められた地区に所在す

る事業者が近接して事業を営む地域、③大

規模小売店舗立地法（平成10年法律第91号）

第 2 条第 2 項に規定する大規模小売店舗、

④一棟の建物をいいます（消令18の 2 ④）。

　また、承認免税手続事業者が免税販売手続
を行う特定商業施設内の複数の手続委託型輸
出物品販売場（以下「合算対象輸出物品販売
場」といいます。）において免税購入対象者
に対して譲渡する物品の対価の額を一般物品
及び消耗品の別にそれぞれ合計している場合
には、これらの合算対象輸出物品販売場を一
の販売場とみなして、免税販売の下限金額
（税抜価額5,000円）を判断できることとされ
ています（消令18の 3 ①）。
③　承認送信事業者
　輸出物品販売場を経営する事業者が承認送
信事業者との間で購入記録情報を国税庁長官
に対して提供することに関する契約を締結し

ている場合であって、承認送信事業者が購入
記録情報を国税庁長官に提供することにつき、
契約を締結した輸出物品販売場を経営する事
業者との間で必要な情報を共有するための措
置が講じられている場合には、当該承認送信
事業者が購入記録情報を提供することができ
ることとされています（消令18の 4 ①）。承
認送信事業者とは、他の事業者が経営する輸
出物品販売場の購入記録情報を提供すること
について、あらかじめ税務署長の承認を受け
た事業者をいいます（消令18の 4 ④）。

⑸　即時徴収、罰則等
　前述のとおり、本制度は、免税購入対象者が
その出国の際に免税対象物品を国外へ持ち出す
ことを前提とした制度であるため、免税購入対
象者が出国する日までに免税対象物品を輸出し
ない場合、居住者となるなど免税購入対象者で
なくなった場合、国内において免税対象物品を
譲渡した場合など、免税対象物品の輸出が見込
めなくなった場合には、災害その他やむを得な
い事情により亡失したため輸出しないことにつ
き税関長又は税務署長の承認を受けた場合を除
き税関長又は税務署長は、当該免税対象物品に
つき免除された消費税額に相当する消費税を即
時徴収することとされています（消法 8③～⑥）。
　また、税務署長の承認を受けないで免税対象
物品の譲渡又は譲受け（その委託又は媒介のた
めに第三者が物品を所持すること又は第三者に
所持させることを含みます。以下同じです。）
をしたときは、譲渡又は譲受けをした者に対し
て 1年以下の拘禁刑又は50万円以下の罰金を科
する罰則が設けられています（消法65一）。

3 　改正の内容

　前述のとおり、国内での横流しといった不正を
防止する観点から、出国の際に免税対象物品の持
ち出しが確認された場合に免税販売が成立する制
度とし、免税販売の成立後に免税店から免税購入
対象者に対し消費税相当額を返金するリファンド
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方式に見直すこととされました。具体的には、輸
出物品販売場を経営する事業者が免税購入対象者
に免税対象物品の譲渡を行った場合に、その免税
購入対象者が、その免税購入をした日から90日以
内に、当該免税対象物品を輸出することにつき税
関長の確認を受けたときは、当該譲渡に係る消費
税が免除されることとなりました（消法 8①）。
　リファンド方式への見直し後においては、免税

購入対象者が税関長の確認を受けることが免税の
要件とされるため、輸出物品販売場を経営する事
業者は、実務上、免税購入対象者に対して消費税
相当額を含めた価格で免税対象物品を販売するこ
ととなり、免税購入対象者が税関長の確認を受け
た場合に免税購入対象者に対し消費税相当額を返
金する仕組みとなります。

　また、税関において円滑に免税対象物品の確認
を行うためには、購入記録情報が適正に提供され
る必要があるため、輸出物品販売場の許可要件に
購入記録情報の提供等に関する事項を追加すると
ともに、高額な免税対象物品については、税関で
の確認時点で物品を特定するに足りる事項を購入
記録情報に記録して提供することとされました。
　このほか、今般、免税購入対象者が出国の際に
税関長の確認を受ける制度となることを踏まえ、
免税購入対象者の利便性の向上や事業者の事務負
担の軽減の観点から、免税対象物品の範囲を緩和
する等の見直しや、消耗品に係る購入上限額や特
殊包装の廃止など、所要の見直しを行うこととさ
れました。
　制度の見直しの詳細については以下のとおりで
す。

⑴　税関長の確認
　免税の要件として免税購入対象者が受けるこ

ととされる税関長の確認にあたり、免税購入対
象者は、出国する際にその出港地を所轄する税
関長に対して当該免税購入対象者の所持する旅
券を提示し、又は当該旅券に係る情報を提供す
る必要があり、税関長は、輸出物品販売場を経
営する事業者から国税庁長官を通じて事前に提
供された当該免税購入対象者の購入記録情報に
基づき、その購入記録情報ごとに当該確認を行
うこととされました（消法 8③、消令18⑤）。
　また、輸出物品販売場を経営する事業者が、
自身が免税販売を行った免税対象物品について
税関長の確認を受けたことを把握できるように
するため、税関長は上記の確認を行った場合に
は、当該購入記録情報ごとに、遅滞なく、その
確認をした旨を記録した電磁的記録（以下「税
関確認情報」といいます。）を国税庁長官に提
供することとされ、税関確認情報の提供を受け
た国税庁長官は、遅滞なく、当該税関確認情報
を当該税関確認情報に係る購入記録情報を提供

⑦税関確認情報を保存

出国

免税販売管理システム
（国税庁）

輸出物品販売場

免税購入対象者 税関

⑤必要に応じ検査

⑧免税が成立し、消費税相当額を返金

④旅券提示・確認

②課税価格で販売
（改正前：免税価格で販売）

①旅券提示

リファンド方式のイメージ

⑥税関確認情報の提供

③購入記録情報の提供 ③購
入記
録情
報の
提供

⑥税
関確
認情
報の
提供
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した輸出物品販売場を経営する事業者に提供す
ることとされました（消法 8 ③）。前述のとお
り、この税関長の確認は、購入記録情報ごとに
行われることとなりますので、一の購入記録情
報に含まれる全ての免税対象物品の所持（輸
出）が確認できたものについて、税関確認情報
が提供されることとなります。
　なお、輸出物品販売場を経営する事業者が行
った免税販売について、免税購入対象者が税関
長の確認を受けるまでの間は免税となるかが確
定しない不安定な状況に置かれることから、税
関長の確認までの期間について制限が設けられ
ています。具体的には、短期滞在の在留期間が
原則として90日までとされていることを参考と
して、免税購入した日から90日以内に税関長の
確認を受けることが免税の要件とされました
（消法 8①）。
（参考）　税関確認と課税期間との関係

　上記のとおり、免税対象物品の販売時点

では免税が確定せず、税関長の確認を受け

た時点で事後的に免税が確定する制度であ

るため、免税対象物品を販売した課税期間

後に税関確認情報の提供を受けることも想

定されます。その場合には、免税対象物品

を販売した課税期間においては課税売上げ

として申告し、税関確認情報の提供を受け

保存した時点で調整計算を行う必要が生じ

ますが、事業者の事務負担に配慮する観点

から、税関確認情報の提供を受け保存した

課税期間において、免税売上げを計上する

とともに、課税売上げとしたものについて

売上げに係る対価の返還等があったものと

して処理することが認められています（消

基通 8－ 3－ 4）。

⑵　輸出義務及び即時徴収等
　前述のとおり、税関長の確認を受けたときに
免税販売が成立することとなるため、税関長の
確認を受けた後に免税購入対象者が免税対象物
品を横流しするといった不正を防止・牽制する

ことで免税制度の適正な執行を担保する観点か
ら、当該確認を受けた免税購入対象者は、当該
確認を受けた免税対象物品を、遅滞なく、輸出
する義務が課されています（消法 8 ⑤）。また、
当該免税対象物品が輸出されないこととなった
ときは、税関長は、当該確認を受けた免税購入
対象者から当該免税対象物品につき免除された
消費税額に相当する消費税を即時徴収すること
とされており（消法 8 ⑥）、また、上記輸出義
務に違反して正当な理由なく当該免税対象物品
を輸出しなかった免税購入対象者は罰則（ 1年
以下の拘禁刑又は50万円以下の罰金）の対象と
されました（消法65一）。

⑶　免税対象物品の見直し
　リファンド方式においては免税購入対象者が
出国の際に税関長の確認を受ける仕組みとなる
ことを踏まえ、輸出物品販売場を経営する事業
者の事務負担軽減の観点から、一般物品と消耗
品の区分及び消耗品の同一店舗 1日当たりの購
入上限額（税抜価額50万円）が廃止され、消耗
品について行うこととされていた特殊包装につ
いても不要とされました。
（注）　特殊包装の方法を指定していた平成26年経

済産業省・国土交通省告示第 6 号についても

廃止されました（令和 7 年経済産業省・国土

交通省告示第 3号）。

　併せて、通常生活の用に供しない物品以外の
物品であることの要件も廃止することとされ、
輸出物品販売場においては、通常生活の用に供
する物品か否かの判断が不要とされましたが、
リファンド方式への見直し後も不正の目的で購
入されるおそれが高い物品については、財務省
令に個別に定めて免税対象物品から除外するこ
ととされました。具体的には、これまでも通常
生活の用に供しない物品として明示されていた
金及び白金の地金のほか、同趣旨から金貨及び
白金貨が個別に免税対象外とする物品として規
定されています（消法 8 ①、消規 6）。なお、
不正の目的で購入されるおそれが高い物品の対
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象については、新制度施行後の状況によっては、
厳正に見直しを行っていく必要があります。

⑷　免税販売手続等
①　旅券等の提示
　前述のとおり、現行制度においては、輸出
物品販売場を経営する事業者は、免税購入対
象者に該当するか否かを確認するために、免
税購入対象者からその者の旅券等の提示を受
けることとされていますが、リファンド方式
への見直しに伴い、その者の旅券に係る情報
に購入記録情報を紐付けて税関長の確認を行
うこととするため、各種上陸許可者について
は、免税購入する際に輸出物品販売場を経営
する事業者に対して、上陸許可書に加えてそ
の所持する旅券も提示することとされました
（消令18②一）。
　また、日本国籍を有する者については、そ
の者が最後に入国した日までに国内以外の地
域に引き続き 2年以上住所又は居所を有する
ことにつき確認するための書類（電磁的記録
を含みます。）に個人番号カード（国外転出
の予定年月日が記載されたものに限ります。）
を加えるとともに、従来の確認書類である在
留証明及び戸籍の附票の写しについて、本籍
の記載が不要とされました（消規 6の 2①一、
③、 6の 4①一）。
②　購入記録情報の記録事項
　高額な免税対象物品については、すり替え
等の不正を防止する観点から、免税対象物品
の税抜価額が、一の取引の単位（通常一組又
は一式をもって取引の単位とされるものにあ
っては、一組又は一式）につき100万円以上
である場合には、当該免税対象物品に係る固
有の番号（シリアル番号）やその免税対象物
品の特徴など、税関長の確認において当該免
税対象物品を特定するに足りる事項を購入記
録情報に記録することとされました（消規 6
の 4 ①五）。具体的には、免税対象物品の名
称、ブランド名、型番号、形状若しくは色彩

等の特徴又は鑑定書、鑑別書若しくは保証書
付きである旨の事項等その免税対象物品の属
性に応じて具体的に特定するに足りるよう組
み合わせた事項を記録することとなり、個別
の商品を特定できるシリアル番号が付されて
いる場合には、シリアル番号を併せて記録す
ることとなります（消基通 8－ 1－ 5）。
　このほか、各種上陸許可者については、従
来の上陸許可書の番号に代えて旅券の番号を
購入記録情報に記録することとされたほか、
購入記録情報の記録事項については、リファ
ンド方式や免税対象物品の見直しに伴う所要
の整備が行われています。
③　税関確認情報の保存等
　輸出物品販売場を経営する事業者が本制度
の免税の適用を受けるためには、その譲渡に
係る国税庁長官に提供した購入記録情報に加
えて、提供された税関確認情報を整理し保存
することにより、その譲渡が免税販売である
ことを証明することが必要となりました（消
法 8 ④、消令18⑩）。なお、日本国籍を有す
る免税購入対象者に係る在留証明等の確認書
類については、その提示を受けた書類の名称
及び当該書類に記載された国外転出等をした
年月日を購入記録情報として国税庁長官に提
供することとされ、当該書類の保存は不要と
されました（消規 6の 2②、 6の 4①一）。

⑸　輸出物品販売場の許可等の見直し
①　一般型輸出物品販売場と手続委託型輸出物
品販売場の許可区分の統合
　リファンド方式への見直しに伴い、事業者
の申請手続を簡素化する観点から、現行の一
般型輸出物品販売場と手続委託型輸出物品販
売場の許可区分を一般型輸出物品販売場の許
可に統合することとされました。これまで一
般型輸出物品販売場と手続委託型輸出物品販
売場の許可の区分を変更するためには新たに
許可を取り直す必要があり、手続委託するか
否かにつき許可を受ける段階で決定する必要
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がありましたが、統合された改正後の一般型
輸出物品販売場（以下「新一般型輸出物品販
売場」といいます。）については、自ら免税
販売手続を行うほか、一定の要件の下で、承
認免税手続事業者へ委託することも可能とさ
れています（消令18の 2 ②、18の 3 ①）。
　新一般型輸出物品販売場の許可要件につい
ては、従来の人員配置要件、設備要件に代わ
り、リファンド方式の前提となる手続である、
「購入記録情報の提供及び税関確認情報の受
領を適正に実施するための必要な体制が整備
されていること」を新たな許可要件とすると
ともに、現行制度において輸出物品販売場の
許可に当たり求めていた、「現に外国人旅行
者が利用する場所又は外国人旅行者の利用が
見込まれる場所に所在すること」の要件は、
多数の外国人旅行者が訪れる現状においては
許可要件とする実益に乏しいため廃止するこ
ととされました（消令18の 2 ②一）。
　また、税関長の確認は購入記録情報に基づ
き行われるため、輸出物品販売場を経営する
事業者が提供する購入記録情報に不備又は不
実の記録があることなどにより税関長の確認
に支障が生ずるおそれがあると認められる場
合には、税務署長は当該輸出物品販売場の許
可を取り消すことができることとされました
（消法 8⑧三）。
②　承認免税手続事業者に係る見直し
　手続委託型輸出物品販売場の許可を受けた
事業者は、当該販売場の所在する特定商業施
設内に承認免税手続事業者が設置した免税手
続カウンターにおいて免税販売手続を委託し
て行うこととされていましたが、前述のとお
り、当該許可の区分が新一般型輸出物品販売
場に統合されることとなりました。その上で、
新一般型輸出物品販売場を経営する事業者に
ついては、承認免税手続事業者に対して免税
販売手続を行わせることができるようにする
とともに、免税手続カウンターの設置場所に
係る特定商業施設の要件は廃止することとさ

れました（消令18の 3 ①）。ただし、制度上
は輸出物品販売場における免税対象物品の引
渡しと免税販売手続は一体のものであり、購
入下限額の判定は 1日当たりで行うこととさ
れていることなどから、見直し後においても、
輸出物品販売場で免税対象物品の引渡しがさ
れた日と同一の日に免税販売手続を行うこと
が必要とされています（消令18②）。なお、
承認免税手続事業者に免税販売手続を委託す
る場合には、現行制度と同様、複数の輸出物
品販売場において免税購入対象者に対して譲
渡する物品の対価の額を免税カウンターにお
いて合算して、免税販売の下限金額（税抜価
額5,000円）を判断できることとされていま
す（消令18の ３ ⑧）。

③　承認送信事業者に係る見直し
　輸出物品販売場を経営する事業者は、承認
送信事業者に国税庁長官に対する購入記録情
報の提供を行わせることが認められていまし
たが、今般、国税庁長官から税関確認情報が
提供されることとなることから、承認送信事
業者の名称を「承認送受信事業者」に改める
とともに、税関確認情報の受領についても行
わせることができることとされました（消令
18の 4 ①）。

⑹　その他の措置
①　直送・別送する場合の免税販売手続の見直
し
　現行制度では、免税購入対象者が免税対象
物品を購入する際に、輸出物品販売場で国際
第二種貨物利用運送事業者との間において当
該免税対象物品を輸出するための運送契約を
締結して当該免税対象物品の引渡しを受け、
かつ、その場で免税対象物品を当該国際第二
種貨物利用運送事業者（代理人を含みます。）
に引き渡した場合には、その譲渡に係る消費
税を免税とする免税販売手続（以下「直送制
度」といいます。）が設けられています（旧
消令18③三・六）。リファンド方式は免税購
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入対象者が税関で当該免税対象物品を輸出す
ることにつき購入記録情報に基づき確認を受
けることで免税が確定する制度であるところ、
輸出物品販売場で直送を行った場合には、購
入記録情報に基づく持ち出し確認を行うこと
ができないため、輸出物品販売場制度として
の直送制度は廃止されることとなりましたが、
物品の譲渡の際、その場で国際第二種貨物利
用運送事業者（代理人を含みます。）に当該
物品を引き渡す場合には運送事業者を通じて
国外へ持ち出されることが担保されることか
ら、消費税法第 7条による輸出免税の対象と
して、引き続き、消費税が免除されることと
なりました（消規 5①三）。
　また、これまでは、運用上、免税購入対象
者が輸出物品販売場で購入した免税対象物品
について、当該免税購入対象者が別途国外へ
配送（以下「別送」といいます。）したこと
により出国する際に当該免税対象物品を所持
していない場合に、その配送に係る一定の書
類により輸出したことを確認する取扱いが認
められていましたが（消基通 8 － 1 － 5 の
2）、免税購入対象者が出国する際に税関長
は免税対象物品を確認することができず、ま
た、足下でも本取扱いが不正に利用されてい
る状況にあったため、別送した場合の本取扱
いは、リファンド方式への見直しを待たず、
令和 7年 3月31日をもって廃止されました。
②　各種申請届出手続の見直し
　現行制度では、購入記録情報を国税庁長官
へ提供するためには、あらかじめその納税地
を所轄する税務署長に一定の事項を記載した
届出書（輸出物品販売場における購入記録情
報の提供方法等の届出書）を提出しなければ
ならないこととされていますが、この届出書
は廃止され許可申請書等に統合されるととも
に、これまで輸出物品販売場を移転する場合
には、移転後の販売場について新たに許可申
請手続が必要とされていますが、この手続も
変更届出書の提出によることとされました。

　また、現行制度で輸出物品販売場の区分ご
とに分かれている許可申請書等や変更内容ご
とに分かれている届出書がそれぞれ統合され、
免税店制度に係る各種申請届出書の添付書類
も簡素化することとされました。
③　基地内輸出物品販売場の廃止
　基地内輸出物品販売場については、国税庁
長官に購入記録情報を提供する仕組みとなっ
ておらず、購入記録情報に基づき税関長の持
ち出し確認を行うことができないことから、
リファンド方式への見直しに伴い廃止される
こととなりました。
④　海軍販売所等に対する物品の譲渡に係る免
税制度に係る規定の整備
　リファンド方式への見直しに伴い、現行制
度の輸出物品販売場制度の即時徴収等の仕組
みを準用することとしていた海軍販売所等に
対する物品の譲渡に係る免税制度について所
要の整備が行われていますが、改正前後にお
いて、その内容に変わりはありません（措法
86の 2 、措令46、措規37、37の 2 ）。

4 　適用関係

　上記 3の改正は、令和 8年11月 1 日（以下 4に
おいて「施行日」といいます。）以後に、輸出物
品販売場を経営する事業者が行う免税対象物品の
譲渡について適用され、同日前に、輸出物品販売
場を経営する事業者が行った物品の譲渡について
は、なお従前の例によることとされています（改
正法附則 1四、21）。
　また、輸出物品販売場の許可等について、次の
経過措置が設けられました（改正消令附則 2）。

⑴　輸出物品販売場の許可
　令和 8年10月31日において、改正前の一般型
輸出物品販売場又は手続委託型輸出物品販売場
の許可を受けている販売場は、施行日において、
新一般型輸出物品販売場の許可を受けた販売場
とみなすこととされました（改正消令附則 2①）。
　なお、購入記録情報を国税庁長官へ提供する
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ためには、あらかじめその納税地を所轄する税
務署長に一定の事項を記載した届出書（輸出物
品販売場における購入記録情報の提供方法等の
届出書）を提出しなければならないこととされ
ていますが、免税販売を行うために必要とされ
ている本届出書が提出されていない輸出物品販
売場は免税販売を実際には行っていないと考え
られることから、令和 8年10月31日において当
該届出書を提出していないときは、輸出物品販
売場の許可は、同日限りその効力を失うことと
されました（改正消令附則 2②）。
（注）　臨時販売場を設置しようとする事業者に係

る承認についても同様の経過措置が設けられ

ました（改正消令附則 2⑤⑥）。

⑵　免税手続カウンターの設置に係る承認
　令和 8年10月31日において、改正前の免税手
続カウンターの設置に係る承認を受けている承
認免税手続事業者は、施行日において、当該承
認に係る免税手続カウンターごとに改正後の免
税手続カウンターの設置に係る承認を受けたも
のとみなすこととされました（改正消令附則 2
③）。

⑶　承認送信事業者の承認
　令和 8年10月31日において、改正前の承認送
信事業者の承認を受けている事業者は、施行日
において、改正後の承認送受信事業者の承認を
受けたものとみなすこととされました（改正消
令附則 2④）。

二　リース譲渡に係る資産の譲渡等の時期の特例の廃止

1 　改正前の制度の概要及び改正の背景

⑴　ファイナンス・リース取引に係る消費税の原
則的な取扱い
　消費税は、資産の譲渡及び貸付け並びに役務
の提供といった取引全般を課税対象としていま
すが、個々の取引がこれらのいずれの取引に該
当するかは、その取引の実態に着目して判断す
ることとなります。また、資産の譲渡であれば
原則として引渡しのあった日、資産の貸付けで
あれば使用料等の支払を受ける日を、資産の譲
渡等の時期とすることとされています。
　この点、ファイナンス・リース取引について
は、契約上は賃貸借ですが、その取引の経済的
実態を踏まえて、企業会計上、通常の売買取引
に係る方法に準じて会計処理を行うこととされ、
また、所得税法や法人税法においても、リース
資産の賃貸人から賃借人への引渡しの時にその
リース資産の売買があったものとしてその所得
金額を計算することとされており、これらの取
扱いと同様、消費税においても、ファイナン
ス・リース取引を資産の譲渡と捉えて、リース

資産の引渡しのあった日において資産の譲渡が
行われたものとするのが原則的な取扱いとされ
ています（消基通 5－ 1－ 9）。
（注）　ファイナンス・リース取引とは、賃貸借期

間中の契約解除ができないリース取引又はこ

れに準ずるリース取引（解約不能のリース取

引）で、かつ、賃借人が当該資産の使用に伴

って生ずる費用を実質的に負担する等（フル

ペイアウトのリース取引）の要件を満たすも

のをいいます。

⑵　改正前の制度の概要
　⑴で述べたとおり、ファイナンス・リース取
引については、リース資産の引渡し時に売買取
引と同様の処理を行うのが原則となりますが、
企業会計においては、ファイナンス・リース取
引の貸手の会計処理として、「リース料受取時
に売上高と売上原価を計上する方法（割賦基
準）」も認められており、所得税・法人税につ
いては、その会計処理に基づいて計上された収
益等を収入金額・益金の額等とする特例が設け
られています（旧所法65①、旧法法63①）。消
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費税についても、企業実務の便宜を考慮し、消
費税の処理について企業会計や所得税・法人税
における取扱いを統一できるようにする観点か
ら、これらの取扱いと同様、この割賦基準によ
る会計処理を前提としたリース譲渡に係る資産
の譲渡等の時期の特例が設けられています（旧
消法16）。
　具体的には、リース譲渡を行った事業者（貸
手）が、所得税法第65条第 1項（リース譲渡に
係る収入及び費用の帰属時期）又は法人税法第
63条第 1項（リース譲渡に係る収益及び費用の
帰属事業年度）の規定の適用を受けるため延払
基準の方法により経理することとしているとき
は、そのリース譲渡に係る賦払金の額でそのリ
ース譲渡をした日の属する課税期間においてそ
の支払の期日が到来しないもの（その課税期間
において支払を受けたものを除きます。）に係
る部分については、その課税期間において資産
の譲渡等を行わなかったものとみなして、その
部分に係る対価の額をその課税期間におけるリ
ース譲渡に係る対価の額から控除することがで
きることとされています（旧消法16①）。また、
この資産の譲渡等を行わなかったものとみなさ
れた部分は、翌課税期間以降、そのリース譲渡
に係る賦払金の支払期日の属する各課税期間に
おいてそれぞれその賦払金に係る部分の資産の
譲渡等を行ったものとみなすこととなります
（旧消法16②）。すなわち、この特例を適用する
ことで、リース譲渡に係る対価の額をその賦払
金の支払期日に応じて計上することにより、リ
ース資産の引渡し時に一括して資産の譲渡を認
識する原則的な取扱いと比較して課税が繰り延
べられることとなります。
　なお、前述のとおり、この特例は、企業会計
や所得税・法人税における取扱いと消費税の処
理を統一できるようにする趣旨で設けられたも
のであるため、所得税・法人税における特例を
適用していない場合には消費税の特例を適用で
きないこととなります。他方で、所得税・法人
税における特例の適用を受けている場合であっ

ても、消費税について特例の適用を受けるかど
うかは任意であり、特例の適用を受けないこと
も可能です。
（注 1）　リース譲渡とは、所得税法第65条第 1 項

又は法人税法第63条第 1 項に規定するリー

ス譲渡に該当する資産の譲渡等をいいます

が、具体的には、資産の賃貸借（所有権が

移転しない土地の賃貸借等を除きます。）で

次に掲げる要件のいずれにも該当する取引

（リース取引）に伴うリース資産の引渡しを

いうこととされており（所法67の 2 ③、法

法64の 2 ③）、上記⑴のファイナンス・リー

ス取引と意味するところは同様です。

・�　その賃貸借に係る契約が、賃貸借期間

の中途においてその解除をすることがで

きないものであること又はこれに準ずる

ものであること。

・�　その賃貸借に係る賃借人がその賃貸借

に係る資産からもたらされる経済的な利

益を実質的に享受することができ、かつ、

その資産の使用に伴って生ずる費用を実

質的に負担すべきこととされているもの

であること。
（注 2）　延払基準の方法による経理とは、次のい

ずれかの方法による経理をいいます。

①�　リース譲渡の対価の額及びリース譲渡

の原価（販売手数料等を含みます。）の額

にそのリース譲渡に係る賦払金割合（リ

ース譲渡の対価の額に占めるその年又は

事業年度において支払の期日が到来する

当該リース譲渡に係る賦払金の割合）を

乗じて計算した金額をその年分の収入金

額及び費用の額、又はその事業年度の収

益の額及び費用の額とする方法（旧所令

188①一、旧法令124①一）

②�　リース譲渡につき、次のイ及びロに掲

げる金額の合計額をその年分又は事業年

度の収入金額又は収益の額とし、ハに掲

げる金額をその年分又は事業年度の費用

の額とする方法（旧所令188①二、旧法令
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124①二）

　イ�　リース譲渡の対価の額から利息相当

額（リース譲渡の対価の額のうちに含

まれる利息に相当する金額）を控除し

た金額をリース期間（リース資産の賃

貸借期間）の月数で除し、これにその

年分又は事業年度におけるリース期間

の月数を乗じて計算した金額

　ロ�　リース譲渡の利息相当額がその元本

相当額のうちその支払の期日が到来し

ていないものの金額に応じて生ずるも

のとした場合にその年又は事業年度に

おけるリース期間に帰せられる利息相

当額

　ハ�　リース譲渡の原価の額をリース期間

の月数で除し、これにその年又は事業

年度における当該リース期間の月数を

乗じて計算した金額

　また、本特例の適用を受けている事業者が、
延払基準の方法により経理しなかった場合又は
法人税法第63条第 3項若しくは第 4項の規定の
適用を受けた場合には、その経理しなかった年
若しくは事業年度の末日の属する課税期間又は
法人税法第63条第 3項若しくは第 4項の規定の
適用を受けた事業年度の末日の属する課税期間
において、そのリース譲渡のうち資産の譲渡等
として計上されていない部分を一括して資産の
譲渡等を行ったものとみなされることとなりま
す（旧消法16②ただし書、旧消令32①）。所得
税法や法人税法においても、これらの場合には、
それまで繰り延べられてきた収入金額及び費用
の額又は収益の額及び費用の額を、経理しなか
った年又は事業年度等において総収入金額及び
必要経費又は益金の額及び損金の額に算入する
こととされており（旧所令189①、旧法法63③
④、旧法令125①）、消費税法における処理も、
これらの処理に合わせることとしたものです。
なお、いったん消費税について特例の適用を受
けた場合であっても、消費税についてのみ特例
の適用を取りやめ、未計上部分について一括で

計上することも可能とされています（旧消令32
③）。
　また、リース譲渡に係る契約において利息相
当額が明らかでない場合等もあるため、本特例
に準ずる特例として、リース譲渡をした事業者
が所得税法第65条第 2項又は法人税法第63条第
2項の規定の適用を受ける場合における資産の
譲渡等の時期の特例（以下「簡便法によるリー
ス譲渡の特例」といいます。）が設けられてい
ます（旧消令36の 2 ）。具体的には、所得税法
又は法人税法の規定に基づき、リース料総額か
ら原価を控除した金額（リース利益額）のうち、
受取利息と認められる部分の金額（当該リース
利益額の100分の20相当額）を利息法により収
益計上し、それ以外の部分の金額をリース期間
にわたって均等額により収益計上している場合
には、各年の総収入金額に算入される収入金額
又は各事業年度の益金の額に算入される収益の
額（リース譲渡した日の属する課税期間に係る
ものを除きます。以下⑵において「リース譲渡
収益額」といいます。）に係る部分について、
当該リース譲渡した日の属する課税期間では資
産の譲渡等を行わなかったものとみなされ、当
該リース譲渡収益額に係る部分に係る対価の額
を当該課税期間におけるリース譲渡に係る対価
の額から控除できることとされています。
　上記の「リース譲渡に係る資産の譲渡等の時
期の特例」又は「簡便法によるリース譲渡の特
例」については、貸手である事業者の課税時期
を繰り延べることができる特例ですが、適格請
求書発行事業者がリース譲渡を行った場合のイ
ンボイスについては、資産の譲渡等として計上
する時期に合わせて交付するのではなく、リー
ス資産の引渡し時に一括で交付することとされ
ています（消法57の 4 ①）。このため、リース
資産を譲り受けた借手側の事業者については、
貸手側が特例の適用を受けているか否かにかか
わらず、原則として、その譲受けのあった課税
期間において適格請求書等に基づき仕入税額控
除を行うこととなります。
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⑶　改正の背景
　企業会計基準委員会（ASBJ）により、国際
的な会計基準との整合性等の観点からリースに
関する会計基準の改正が行われ、令和 6年 9月
13日に企業会計基準第34号「リースに関する会
計基準」、企業会計基準適用指針第33号「リー
スに関する会計基準の適用指針」等が公表され
ました。この「リースに関する会計基準」及び
「リースに関する会計基準の適用指針」（以下
「新会計基準」といいます。）においては、これ
までファイナンス・リース取引の貸手の会計処
理として認められていた「リース料受取時に売
上高と売上原価を計上する方法（割賦基準）」
は、企業会計基準第29号「収益認識に関する会
計基準」との整合性を図る観点から、廃止する
こととされています。これを契機として、消費
税において、割賦基準による会計処理を前提と
している「リース譲渡に係る資産の譲渡等の時
期の特例」を廃止するとともに、その廃止に伴
う経過措置が講じられました。なお、新会計基
準は、令和 7年 4月 1日以後に開始する事業年
度から任意で適用が可能となり、新会計基準を
適用しなければならない法人は、令和 9年 4月
1日以後に開始する事業年度から強制適用とさ
れています。

2 　改正の内容

　前述のように、新会計基準においては、これま
でファイナンス・リース取引の貸手の会計処理と
して認められていた「リース料受取時に売上高と
売上原価を計上する方法（割賦基準）」を廃止す
ることとされており、この見直しを契機として所
得税及び法人税のリース譲渡に係る特例も廃止さ
れることとなりました。これを踏まえ、所得税及
び法人税のリース譲渡に係る特例の適用を前提と
している消費税の「リース譲渡に係る資産の譲渡
等の時期の特例」及び「簡便法によるリース譲渡
の特例」についても、新会計基準の適用に合わせ
て廃止することとされました。
　また、本特例に準ずる特例として旧消費税法第

16条第 ５項の委任を受けて旧消費税法施行令第36
条に定められていた「個人事業者の山林所得又は
譲渡所得の基因となる資産の延払条件付譲渡に係
る資産の譲渡等の時期の特例」については、本特
例の廃止により、その委任の根拠となっていた規
定がなくなることから、改めて消費税法第16条と
して規定する等の所要の整備を行っていますが、
これまでの課税関係を変更するものではありませ
ん（消法16、消令31～34、旧消法16⑤、旧消令
36）。

3 　改正に伴う経過措置

⑴　経過措置の概要
　リース譲渡に係る資産の譲渡等の時期の特例
の廃止により、リース譲渡を行った事業者は、
消費税の原則的な取扱いであるリース資産の引
渡し時に一括して資産の譲渡を認識する方法に
より売上げを計上することとなりますが、この
計上方法の変更による一時的な税負担の増加等
に対する激変緩和の観点から、主に次の経過措
置が講じられています（改正法附則22、改正消
令附則 3）。
・　令和 7年 4月 1日（以下 3において「施行
日」といいます。）前に旧リース譲渡（旧消
費税法第16条第 1 項に規定するリース譲渡
（上記 1 ⑵（注 1）参照）をいいます。以下
同じです。）を行った事業者の施行日前に開
始した年又は事業年度に含まれる各課税期間
に係る消費税については、なお従前の例によ
ることとする。
・　施行日前に旧リース譲渡を行ったことがあ
る事業者については、特例廃止後 5年間（個
人事業者にあっては施行日以後に開始する年
に含まれる各課税期間のうち令和12年12月31
日以前に開始する課税期間、法人にあっては
施行日以後に開始する事業年度に含まれる各
課税期間のうち令和12年 3 月31日以前に開始
する事業年度に含まれる各課税期間。以下
「経過措置課税期間」といいます。）は、引き
続き特例の適用を受けることができる（詳細
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は、⑵⑶参照）。
・　特例の適用を受けている事業者が、経過措
置課税期間において延払基準の方法による経
理をしなかった場合には、その経理をしなか
った年又は事業年度（以下「不適用基準事業
年度等」といいます。）の末日の属する課税
期間において、未計上部分を一括計上するか、
その課税期間以後10年間で均等額を計上する
か、を選択できる（詳細は、⑷⑹参照）。
・　経過措置課税期間が満了した場合において、
特例の適用を受けている旧リース譲渡につき、
未計上部分がある場合には、その満了した年
又は事業年度（個人事業者にあっては令和13
年、法人にあっては令和12年 ４ 月 １ 日以後最
初に開始する事業年度。以下「満了基準事業
年度等」といいます。）の末日の属する課税
期間において、未計上部分を一括計上するか、
その課税期間以後10年間で均等計上するかを
選択できる（詳細は、⑸⑹参照）。
・　未計上部分を10年均等で計上している場合
において、事業の廃止等一定の事由が生じた
場合には残部分を一括計上する（詳細は、⑺
参照）。
・　未計上部分を10年均等で計上している場合
において、相続等により事業を承継したとき
は、一定の場合を除き、事業を承継した相続
人等が引き続き均等計上できる（詳細は、⑻
参照）。

⑵　経過措置の対象となる事業者
　施行日前に旧リース譲渡を行ったことがある
事業者（施行日前に行われた旧リース譲渡に係
る契約の移転を受けた事業者を含みます。）が
経過措置の対象となる事業者とされています
（改正法附則22②）。
　施行日前に 1度でも旧リース譲渡を行ってい
れば、その旧リース譲渡につき特例の適用を受
けたかどうかにかかわらず、その事業者が経過
措置の対象となります。また、施行日前に行わ
れた旧リース譲渡に係る契約の移転を受けた場

合には、その移転を受けた事業者も経過措置の
対象となります。

⑶　経過措置課税期間における特例の適用に係る
経過措置
　経過措置の対象となる事業者の経過措置課税
期間においては、従前の特例の規定を適用でき
ることとされています（改正法附則22②、改正
消令附則 3 ①～③）。なお、従前の特例におい
ては、所得税法又は法人税法の特例の適用を前
提としていましたが、経過措置課税期間のうち
令和10年 1 月 1 日以後に開始する年又は令和 9
年 4月 1日以後に開始する事業年度に含まれる
各課税期間については、延払基準の方法による
経理を行ったとしても所得税法又は法人税法の
特例の適用が受けられない場合があることを踏
まえ、これらの特例の適用を前提とせず、従前
の延払基準の方法による経理を行うことにより
消費税における特例の適用を受けることができ
ることとされています。この点、簡便法による
リース譲渡の特例についても同様です（改正消
令附則 ３ ㉑）。前述のとおり、新会計基準は令
和 ９年 ４月 1日以後に開始する事業年度から強
制適用となりますが、新会計基準を適用する必
要がない事業者もいることや、消費税の処理方
法の変更について一定の準備期間を確保する等
の観点から、強制適用後も一定期間、従前の特
例を適用できる経過措置が講じられています。

⑷　経過措置課税期間中に延払基準の方法により
経理しなかった場合の一括計上処理
　⑶の経過措置の適用を受けている旧リース譲
渡について、経過措置課税期間中に延払基準の
方法により経理しなかった場合には、不適用基
準事業年度等の末日の属する課税期間において、
未計上となっている部分を一括計上することと
されています。具体的には、その旧リース譲渡
の対価の額でその課税期間の初日の前日以前に
既に資産の譲渡等を行ったものとした部分に係
る金額以外の金額に係る部分について、その課
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税期間において資産の譲渡等を行ったものとみ
なされることとなります（改正法附則22③、改
正消令附則 3 ⑧）。なお、一括計上が原則とさ
れていますが、⑹により未計上額を10年間にわ
たって均等計上することも選択できます。
（注）　従前の特例においては、特例の適用を受け

ている事業者から相続又は合併若しくは分割

により特例の適用を受けているリース譲渡に

係る事業を承継した相続人又は合併法人若し

くは分割承継法人（以下⑷⑸において「相続

人等」といいます。）は、消費税法施行令第34

条第 2 項等の規定に基づき、そのリース譲渡

に係る特例の適用を引き継いで受けることが

できることとされていますが、経過措置課税

期間においてこの特例の適用を受けている相

続人等の旧リース譲渡について、延払基準の

方法により経理しなかった場合には、上記と

同様、不適用基準事業年度等の末日の属する

課税期間において、未計上部分を一括計上する、

又は⑹により未計上額を10年間にわたって均

等計上することとされています（改正消令附

則 3⑤）。

⑸　経過措置課税期間が満了した場合の一括計上
処理
　⑶の経過措置の適用を受けている旧リース譲
渡について、満了基準事業年度等前の各課税期
間において、旧リース譲渡で資産の譲渡等を行
ったものとしなかった部分（未計上部分）があ
る場合には、満了基準事業年度等の末日の属す
る課税期間においてその未計上部分を一括計上
することとされています。具体的には、満了基
準事業年度等の初日以後に支払の期日の到来す
る賦払金（当該初日の前日以前に既に支払を受
けたものを除きます。）に係る部分（延払基準
の方法が、 1 ⑵（注 2）②の方法である場合に
は、その旧リース譲渡の対価の額で満了基準事
業年度等の初日の前日以前に既に資産の譲渡等
を行ったものとした部分に係る金額以外の金額
に係る部分）について、満了基準事業年度等の

末日の属する課税期間において資産の譲渡等を
行ったものとみなされることとなります（改正
法附則22④、改正消令附則 3 ⑧）。なお、一括
計上が原則とされていますが、⑷による一括計
上の場合と同様に、⑹により未計上額を10年間
にわたって均等計上することも選択できます。
（注）　経過措置課税期間において特例の適用を受

けている相続人等の旧リース譲渡について、

経過措置課税期間が満了した場合には、上記

と同様、満了基準事業年度等の末日の属する

課税期間において、未計上部分を一括計上する、

又は⑹により未計上額を10年間にわたって均

等計上することとされています（改正消令附

則 3⑥）。

⑹　未計上譲渡額の10年均等計上に係る経過措置
　経過措置の対象となる事業者の旧リース譲渡
が、上記⑷の場合（経過措置課税期間中に延払
基準の方法により経理しなかった場合）又は⑸
の場合（経過措置課税期間が満了した場合）に
該当する場合には、その未計上部分について、
一括計上する方法のほか、10年均等で計上する
ことができることとされています。具体的には、
①の金額（未計上部分の10年均等額）に係る部
分を、不適用基準事業年度等又は満了基準事業
年度等以後の各年又は各事業年度の末日の属す
る各課税期間（以下「適用課税期間」といいま
す。）において、資産の譲渡等を行ったものと
みなすことができることとなります（改正法附
則22⑤）。ただし、①の金額が②の金額（未計
上部分の残額）を超える場合には、②の金額に
係る部分を計上することとなります。
①　不適用基準事業年度等又は満了基準事業年
度等の初日以後に支払の期日が到来する賦払
金（当該初日の前日以前に既に支払を受けた
ものを除きます。）に係る部分（延払基準の
方法が、 1 ⑵（注 2）②の方法である場合に
は、その旧リース譲渡の対価の額で不適用基
準事業年度等又は満了基準事業年度等の初日
の前日以前に既に資産の譲渡等を行ったもの
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とした部分に係る金額以外の金額に係る部分。
以下「未計上譲渡額」といいます。）を120で
除し、これにその適用課税期間が含まれる年
又は事業年度の月数を乗じて計算した金額
（注）　上記は年又は事業年度を単位として計算

を行い、その年又は事業年度の末日の属す

る課税期間に計上することとされています。

このため、事業者が課税期間の特例（消法

19①三～四の二、②④）の適用を受ける場

合に、未計上譲渡額のうちにその年又は事

業年度において資産の譲渡等を行ったもの

とみなされた部分に係る金額が含まれるこ

とがあるため、その金額が10年均等計上額

として再度計上されないよう、その金額を

控除することとされています（改正消令附

則 3⑨）。

②　未計上譲渡額からその未計上譲渡額のうち
適用課税期間前の各課税期間において資産の
譲渡等を行ったものとみなされた部分に係る
金額を控除した金額
　上記の経過措置を受けようとする事業者は、
その受けようとする最初の適用課税期間に係る
消費税の確定申告書等にその旨を付記するもの
とされています（改正法附則22⑥）。
（注 1）　①の金額が②の金額を超える場合、すな

わち②の金額を計上することとなる場合は、

例えば、10年均等計上の途中で決算期の変

更を行ったことにより、10年均等額を計上

する最後の事業年度における未計上譲渡額

の残額がその事業年度の月数（12ヶ月）未

満の月数分となる場合が考えられます。
（注 2）　上記①の月数は、暦に従って計算し、 1

月に満たない端数を生じたときは、これを

切り捨てることとされています（改正法附

則22⑦）。
（注 3）　経過措置の対象となる事業者以外の事業

者は、基本的に上記の経過措置を受けるこ

とはできませんが、当該事業者が相続又は

合併若しくは分割によりリース譲渡の特例

の適用を受けている旧リース譲渡に係る事

業を承継した場合には、当該事業者が承継

した旧リース譲渡について⑷の場合に該当

するものとみなして、⑷又は⑹の経過措置

の適用を受けることができることとされて

います（改正消令附則 3⑦）。

⑺　10年均等計上の期間中に事業の廃止等があっ
た場合の一括計上に係る経過措置
　⑹の適用を受けている期間において、次のい
ずれかに該当するときは、その該当することと
なった課税期間等において未計上部分を一括計
上することとされています。
①　10年均等計上の適用を受けないこととした
場合
　⑹の適用を受けている事業者が、その規定
の適用を受ける旧リース譲渡につき、その適
用を受けないこととした場合には、その受け
ないこととした課税期間において、未計上部
分（未計上譲渡額でその課税期間の初日の前
日以前に既に資産の譲渡等を行ったものとみ
なされた部分に係る金額以外の金額に係る部
分をいいます。以下②～④において同じで
す。）を一括して資産の譲渡等を行ったもの
とみなすこととされています（改正消令附則
3⑩）。

②　課税事業者から免税事業者になった場合等
　⑹の適用を受けている事業者が、次に掲げ
る場合に該当することとなった場合には、そ
の該当することとなった課税期間の初日の前
日において、未計上部分を一括して資産の譲
渡等を行ったものとみなすこととされていま
す（改正消令附則 3⑪）。
イ　課税事業者が免税事業者となった場合
ロ　免税事業者が課税事業者となった場合
③　個人事業者に係る一括計上事由
　⑹の適用を受けている個人事業者が、次に
掲げる場合に該当することとなった場合には、
その該当することとなった課税期間において、
未計上部分を一括して資産の譲渡等を行った
ものとみなすこととされています（改正消令
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附則 3⑫）。
イ　その個人事業者が死亡した場合において、
経過措置の適用を受けている旧リース譲渡
に係る事業を承継した相続人がないとき。
ロ　その個人事業者（課税事業者に限りま
す。）が死亡した場合において、経過措置
の適用を受けている旧リース譲渡に係る事
業を承継した相続人が免税事業者であると
き。
ハ　その個人事業者（免税事業者に限りま
す。）が死亡した場合において、経過措置
の適用を受けている旧リース譲渡に係る事
業を承継した相続人が課税事業者であると
き。
ニ　その個人事業者が、経過措置の適用を受
けている旧リース譲渡に係る事業の全部を
譲渡し、又は廃止した場合

④　法人に係る一括計上事由
　⑹の規定の適用を受けている法人が、次に
掲げる場合に該当することとなった場合には、
その該当することとなった課税期間において、
未計上部分を一括して資産の譲渡等を行った
ものとみなすこととされています（改正消令
附則 3⑬⑭）。
イ　その法人（課税事業者に限ります。）が
合併又は分割により、経過措置の適用を受
けている旧リース譲渡に係る事業を承継さ
せた場合において、その事業を承継した合
併法人又は分割承継法人が免税事業者であ
るとき。
ロ　その法人（免税事業者に限ります。）が
合併又は分割により、経過措置の適用を受
けている旧リース譲渡に係る事業を承継さ
せた場合において、その事業を承継した合
併法人又は分割承継法人が課税事業者であ
るとき。
ハ　その法人が、経過措置の適用を受けてい
る旧リース譲渡に係る事業の全部を譲渡し
た場合
ニ　その法人が、解散又は事業の全部を廃止

した場合

⑻　10年均等計上の期間中に相続等があった場合
の引継ぎに係る経過措置
　⑹の経過措置の適用を受けている事業者が相
続又は合併若しくは分割により、その適用を受
けている旧リース譲渡に係る事業を相続人又は
合併法人若しくは分割承継法人（以下⑻におい
て「相続人等」といいます。）に承継させた場
合には、一定の場合を除き、その相続人等が、
その相続等があった日以後の期間に係る部分に
ついて、引き続き、⑹の経過措置の適用を受け
ることができることとされています（改正法附
則22⑧、改正消令附則 3 ⑮～⑲）。具体的な適
用関係は、次のとおりです。
①　相続の場合
　⑹の経過措置の適用を受けている個人事業
者が死亡した場合（⑺③の適用を受ける場合
を除きます。）において、その適用を受けて
いた旧リース譲渡に係る事業を相続人が承継
したときは、その死亡の日の属する課税期間
以後の各課税期間においては、その相続人が、
引き続き⑹の経過措置の適用を受けることが
できることとされています（改正消令附則 3
⑮）。この場合において、その死亡した日の
属する課税期間における被相続人及び相続人
の10年均等計上額を計算する際の月数は、次
のとおりとされています（改正消令附則 3⑮
後段、⑯）。
イ　被相続人　その年の初日からその死亡の
日までの期間の月数
ロ　相続人　その死亡の日の翌日からその年
の末日までの期間の月数

②　合併の場合
　⑹の経過措置の適用を受けている法人が合
併により消滅した場合（⑺④の適用を受ける
場合を除きます。）において、その適用を受
けていた旧リース譲渡に係る事業を合併法人
が承継したときは、その合併の日の属する課
税期間以後の各課税期間においては、その合
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併法人が、引き続き⑹の経過措置の適用を受
けることができることとされています（改正
消令附則 3 ⑰）。この場合において、その合
併の日の属する課税期間における被合併法人
及び合併法人の10年均等計上額を計算する際
の月数は、次のとおりとされています（改正
消令附則 3⑰後段）。
イ　被合併法人　その事業年度の初日からそ
の合併の日の前日までの期間の月数
ロ　合併法人　その合併の日からその事業年
度の末日までの期間の月数

（注）　法人が事業年度の中途において合併によ

り解散した場合には、その合併の日の前日

が事業年度終了の日とされている（法法14

①二）ことから、被合併法人の合併の日の

属する課税期間における10年均等額の計算

期間については、特別の規定は置かれてい

ません。

③　分割の場合
　⑹の経過措置の適用を受けている法人が分
割によりその適用を受けていた旧リース譲渡
に係る事業を分割承継法人に承継させた場合
（⑺④の適用を受ける場合を除きます。）には、
その分割の日の属する課税期間以後の各課税

期間においては、その分割承継法人が、引き
続き⑹の経過措置の適用を受けることができ
ることとされています（改正消令附則 3 ⑱）。
この場合において、その分割の日の属する課
税期間における分割法人及び分割承継法人の
10年均等計上額を計算する際の月数は、次の
とおりとされています（改正消令附則 3⑱後
段、⑲）。
イ　分割法人　その事業年度の初日からその
分割の日の前日までの期間の月数
ロ　分割承継法人　その分割の日からその事
業年度の末日までの期間の月数

（注）　簡便法によるリース譲渡の特例を適用して

いる事業者についても、上記⑸から⑻までの

経過措置の適用があります（改正消令附則 3

㉑）。なお、簡便法によるリース譲渡の特例は、

「延払基準の方法による経理」がその適用要件

になっていないことから、「延払基準の方法に

よる経理」をしなかった場合の措置である⑷

の経過措置は対象外となっています。

4 　適用関係

　上記の改正は、令和 7年 4月 1日から適用され
ています（改正法附則 1）。

三　その他の改正

1 　電磁的記録に記録された事項に関する
重加算税の特例の見直し

⑴　改正前の制度の概要及び改正の背景
　消費税法令の規定に基づき事業者に対して取
引記録として保存を求めている証憑について電
磁的記録により作成又は受領するものは、消費
税法令において個別に電磁的記録による保存が
規定されており、その保存方法については、電
子計算機を使用して作成する国税関係帳簿書類
の保存方法等の特例に関する法律（以下「電子
帳簿保存法」といいます。）に規定されている
方法に準じて行うこととされています（消法57

の 4 ⑥、消令50①、70の13、消規15の 5 ①、26
の 8 ①等）。
　また、電磁的記録による保存については、紙
によってその書類等を保存する場合と比して、
複製・改ざん行為が容易であり、また、その痕
跡が残りにくいという特性にも鑑みて、こうし
た複製・改ざん行為を未然に抑止する観点から、
この電磁的記録の改ざん等による不正に対して
は、国税通則法の規定により課される重加算税
を10％加算する措置が消費税法において設けら
れています。具体的には、消費税法令の規定に
より保存されている電磁的記録に記録された事
項について消去・改ざん等の隠蔽・仮装が行わ
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れたことを基因として、期限後申告書若しくは
修正申告書の提出、更正又は決定（以下「期限
後申告等」といいます。）があった場合の重加
算税の額については、通常課される重加算税の
金額に、その重加算税の基礎となるべき税額
（その税額の計算の基礎となるべき事実（申告
漏れ等）でその期限後申告等の基因となるこれ
らの電磁的記録に記録された事項に係るもの
（隠蔽仮装されているものに限ります。以下
「電磁的記録に記録された事項に係る事実」と
いいます。）以外のものがあるときは、その
「電磁的記録に記録された事項に係る事実」に
基づく本税額に限ります。）の10％に相当する
金額を加算した金額とすることとされています
（消法59の 2 ①）。
（注 1）　電子帳簿保存法における電子取引の取引

情報に係る電磁的記録の保存義務について

は、所得税（源泉徴収に係る所得税を除き

ます。以下（注 1）において同じです。）と

法人税に係るもののみがその対象となって

おり（電子帳簿保存法 7）、この保存義務の

対象となる国税関係書類に係る電磁的記録

について重加算税を10％加算する措置につ

いても、電子帳簿保存法においては所得税

と法人税に係るもののみが対象となってい

るため（電子帳簿保存法 8 ⑤）、消費税につ

いては、別途消費税法に規定を設け同様の

措置を講じているものとなります。
（注 2）　電子帳簿保存法第 8 条第 5 項の規定によ

る重加算税の加重については、電子取引の

取引情報に係る電磁的記録のみならず、同

法第 4 条第 3 項の規定によるスキャナ保存

制度に基づき保存される電磁的記録が含ま

れていますが、電子帳簿保存法によるスキ

ャナ保存制度については国税関係書類が対

象となっており、対象税目を限定しない措

置であることから、消費税法上保存を求め

る書類についてスキャナ保存を行った電磁

的記録について改ざん等による不正を行っ

た場合の重加算税については、電子帳簿保

存法の規定により加重されることとなります。

　近年、会計システム等の開発が進み、請求書
等がデータ連携に適したデジタルデータ（電子
取引の取引情報に係る電磁的記録）で送受信さ
れる場合に、人の手を介することなく授受及び
保存を行うことが可能な会計ソフト等が流通し
ており、こういった会計ソフト等を使用してい
る場合については、必ずしも電子取引の取引情
報に係る電磁的記録の保存を行うことのみをも
って、紙によってその書類等の保存を行う場合
と比して、複製・改ざん行為が容易とはいえな
い状況にありました。
　このような会計ソフト等を使用して送受信さ
れたデジタルデータについては、事業者の事務
負担の軽減等だけでなく、税務の観点からもそ
の保存や記帳の適正性が確保されたものと認め
られ、上記の電磁的記録に係る重加算税の加重
措置の制度趣旨に鑑みても、その措置の適用対
象から除外することが適当と考えられることか
ら、電子帳簿保存法の改正に併せて消費税法に
おいても、電磁的記録に係る重加算税の加重措
置の対象から、事業者により保存されている一
定の電磁的記録であって、その保存が国税の納
税義務の適正な履行に資するものとして一定の
要件を満たしている場合におけるその電磁的記
録を除外する措置（以下「除外措置」といいま
す。）が講じられました（電子帳簿保存法の改
正の詳細は、後掲「国税通則法等の改正」の
「一　電子取引の取引情報に係る電磁的記録に
係る重加算税の加重措置の見直し」をご参照く
ださい。）。

⑵　改正の内容
　前述のとおり、令和 7年度税制改正において、
電磁的記録に係る重加算税の加重措置の対象か
ら、事業者により保存されている一定の電磁的
記録であって、その保存が国税の納税義務の適
正な履行に資するものとして一定の要件を満た
している場合におけるその電磁的記録を除外す
ることとされました（消法59の 2 ①）。
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　具体的には、電子計算機を使用して作成する
国税関係帳簿書類の保存方法等の特例に関する
法律施行規則（以下「電子帳簿保存法施行規
則」といいます。）に定める要件に準ずる要件
に従って期限後申告等の基因となる事項に係る
特定電磁的記録の保存を行うこととされており
（消規27の ２ ③④）、電子帳簿保存法施行規則に
おいては、
①　国税庁長官の定める基準に適合する電子計
算機処理システム（以下「特定電子計算機処
理システム」といいます。）を使用した真実
性の確保（改ざん防止の確保）、
②　記帳の適正性確保、
③　特定取引情報に係る電磁的記録と国税関係
帳簿に係る電磁的記録等との相互関連性の確
保、
④　特定電子計算機処理システムを使用した保
存等の確認
を求めています。この特定電子計算機処理シス
テムにおいては、システム間における相互運用
性を確保し、取引から会計・税務までがデジタ
ルデータとしてシームレスに処理することが想
定されています。
　また、本除外措置を適用するためには、その
保存義務者によりその電磁的記録の保存が行わ
れた日以後引き続きその要件を満たして保存が
行われている必要があります（消法59の 2 ①）。
これは、該当する電子取引を行った後、保存期
間を通じてその要件を満たして保存を行ってい
ない者や調査時にその要件を満たしていないこ
とが判明した者については、適切な保存が行わ
れているとはいえないことから、本除外措置の
対象外とされたものです。
　なお、事業者により保存されている一定の電
磁的記録については、電子帳簿保存法に規定さ
れている方法に準じて保存を行う必要がありま
すが、本除外措置の対象となるものは、この方
法により保存されている電磁的記録（以下「特
定電磁的記録」といいます。）に限ることとさ
れています。これは、本来はこういった特定電

磁的記録以外の電磁的記録の存在は望ましくは
ないですが、実態としては納税者の手元に存在
し得る中で、こういった電磁的記録については、
本除外措置の対象とならないことを明らかにし
たものです。
　本除外措置の適用を受けようとする保存義務
者は、あらかじめ、特定電磁的記録に記録され
た事項に関し期限後申告等があった場合には電
磁的記録に係る重加算税の加重措置の適用を受
けない旨等を記載した届出書をその納税地の所
轄税務署長に提出する必要があります（消規27
の 2 ④）。

⑶　適用関係
　上記の改正は、令和 9年 1月 1日以後に法定
申告期限が到来する消費税について適用され、
同日前に法定申告期限が到来した消費税につい
ては、なお従前の例によることとされています
（改正法附則 1五ロ、23）。

2 　放送法に規定する配信の資産の譲渡等
に類する行為の範囲への追加

⑴　改正前の制度の概要
　消費税の課税の対象は、事業として対価を得
て行われる一定の資産の譲渡及び貸付け並びに
役務の提供とされています（消法 2①八、 4）
が、代物弁済や負担付贈与のように、必ずしも
対価性があるとはいい難い一定の取引について
も、資産の譲渡若しくは貸付け又は役務の提供
に類する行為として対価を得て行われる取引に
含まれる旨を個別に規定することで、消費税の
課税の対象とされています（消法 2①八、消令
2①）。
　その上で、法律により受信者がその締結を行
わなければならないこととされている契約に基
づき受信料を徴収して行われる一定の無線通信
の送信については、その法律において締結が義
務付けられた受信契約に基づいて受信料が徴収
されるものである点で一般的な商取引における
対価とは異なる性質があることから、上記の
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「対価を得て行われる資産の譲渡若しくは貸付
け又は役務の提供に類する行為」として課税の
対象とされており（消法 2 ①八、消令 2 ①五）、
具体的には、放送法（昭和25年法律第132号）
の規定によりその締結が義務付けられている受
信契約に基づき日本放送協会が行う放送（⑵に
おいて「放送」といいます。）が該当しています。

⑵　改正の内容
　今般、放送法の一部を改正する法律（令和 6
年法律第36号）により放送法が改正され、改正
後の放送法においては、従来の「放送」に加え
て、新たに日本放送協会が行う放送番組等に係
る一定のインターネット配信の受信を開始した
者についても、その配信に係る受信契約の締結
義務の対象になることから、「放送」と同様に、
法律により受信者がその締結を行わなければな
らないこととされている契約に基づき受信料を
徴収して行われる配信について対価を得て行わ
れる資産の譲渡若しくは貸付け又は役務の提供
に類する行為の範囲に加えることとされました
（消令 2①五）。

⑶　適用関係
　上記の改正は、令和 7年10月 1 日から適用さ
れます（改正消令附則 1一）。

3 　乳児等通園支援事業として行われる資
産の譲渡等に係る非課税措置

⑴　改正前の制度の概要
　消費税は、国内における消費一般に対して広
く公平に負担を求める税であり、原則として全
ての財貨・サービスの国内における販売、提供
などがその課税対象とされていますが、次に掲
げる乳幼児に対する教育や保育として行われる
一定の役務の提供については、社会政策的な配
慮から非課税とされています。
①　学校教育法（昭和22年法律第26号）第 1条
に規定する幼稚園を設置する者が、幼稚園に
おける教育として行う役務の提供（消法別表

2十一イ、消令14の 5 ）
②　第 2種社会福祉事業に該当する保育所を経
営する事業として行う役務の提供（消法別表
2七ロ）

③　保育所（第 2種社会福祉事業に該当しない
保育所に限ります。）を経営する事業として
行う役務の提供（消法別表 2七ハ、消令14の
3 一）

④　子ども・子育て支援法（平成24年法律第65
号）の規定に基づく給付費の支給に係る事業
として行われる資産の譲渡等（消法別表 2七
ハ、消令14の 3 六）
⑤　認可外保育施設（都道府県知事等の認可を
受けていない保育施設をいいます。）のうち、
保育所を経営する事業に類する事業として行
われる資産の譲渡等（消法別表 2七ハ、消令
14の 3 一、平成17年厚生労働省告示第128号）。

⑵　改正の内容
　今般、子ども・子育て支援法等の一部を改正
する法律（令和 6年法律第47号）により児童福
祉法（昭和22年法律第164号）が改正され、月
一定時間までの利用可能枠の中で就労要件を問
わず時間単位等で柔軟に利用できる新たな通園
事業として乳児等通園支援事業（満 3歳未満の
乳児又は幼児に適切な遊び及び生活の場を与え
るとともに、当該乳児又は幼児及びその保護者
の心身の状況及び養育環境を把握するための当
該保護者との面談並びに当該保護者に対する子
育てについての情報の提供、助言その他の援助
を行う事業）が新設されました（児童福祉法 6
の 3㉓）。
　この乳児等通園支援事業として行われる資産
の譲渡等のうち、社会福祉法（昭和26年法律第
45号）第 2条第 3項の第 2種社会福祉事業に該
当しない乳児等通園支援事業について、「社会
福祉事業等に類する事業として行われる資産の
譲渡等」の範囲に追加することにより、消費税
の非課税対象に加えることとされました（消令
14の 3 一）。なお、第 2 種社会福祉事業に位置
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付けられている乳児等通園支援事業として行わ
れる資産の譲渡等についても、非課税の対象と
されています。

⑶　適用関係
　上記の改正は、令和 7年 4月 1日から適用さ
れています（改正消令附則 1）。

4 　カード代替電磁的記録の新設に伴う金
地金等の課税仕入れに係る本人確認書類
の見直し

⑴　改正前の制度の概要
　消費税の納付税額の計算に当たっては、課税
期間中の課税標準額に対する消費税額から、そ
の課税期間中の課税仕入れ等に係る消費税額を
控除して行うこととなりますが、仕入税額控除
の適用を受けるためには、原則として、その課
税仕入れ等に関する仕入先等の諸事項が記載さ
れた帳簿及び請求書等を保存することが要件と
されています（消法30⑦～⑨）。
　さらに、金又は白金の地金（以下「金地金
等」といいます。）に係る課税仕入れについて
は、その課税仕入れの相手方の氏名又は名称及
び住所若しくは居所又は本店若しくは主たる事
務所の所在地の記載又は記録のある本人確認書
類の保存がない場合には、その課税仕入れに係
る仕入税額控除の適用を認めないこととされて
います（消法30⑪）。

⑵　改正の内容
　行政手続における特定の個人を識別するため
の番号の利用等に関する法律（平成25年法律第
27号）が改正され、個人番号カードと同等の機
能をスマートフォンに搭載し、スマートフォン
のみによって個人番号カードと同様に本人確認
を行える「カード代替電磁的記録」が新設され
たことに伴い、カード代替電磁的記録を利用し
て本人確認を行う場面が想定されることを踏ま
え、金地金等の課税仕入れに係る仕入税額控除
の要件として保存することとされている本人確

認書類の範囲に、カード代替電磁的記録が含ま
れることとされたほか、所要の整備が行われて
います（消規15の 7 ①）。

⑶　適用関係
　上記の改正は、令和 7年 4月 1日から適用さ
れています（改正消規附則 1）。

5 　身体障害者用物品の指定

⑴　改正前の制度の概要
　消費税においては、身体障害者の使用に供す
るための特殊な性状、構造又は機能を有する一
定の身体障害者用物品の譲渡、貸付け等が非課
税とされています（消法別表 2十）。
　非課税となる身体障害者用物品とは、具体的
には義肢、視覚障害者安全つえ、義眼、点字器、
人工喉頭、車椅子その他の物品で身体障害者の
使用に供するための特殊な性状、構造又は機能
を有する物品として内閣総理大臣及び厚生労働
大臣が財務大臣と協議して指定するものをいい、
50品目が厚生労働省の告示により指定されてい
ます（消令14の 4、平成 3年厚生省告示第130号）。

⑵　改正の内容
　今般の改正では、補装具の種目、購入等に要
する費用の額の算定等に関する基準（平成18年
厚生労働省告示第528号）の改正を踏まえ、非
課税物品として指定されている「頭部保持具」、
「座位保持椅子」の区分を削除し、「車載用姿勢
保持装置」の区分を追加するとともに、「視覚
障害者用携帯型歩行支援装置」、「特殊寝台」等
について定義の見直しを行ったほか、既に非課
税物品に指定されている物品で個別製品名が掲
げられているものについて、バージョンアップ
等に伴う所要の改正が行われています。

⑶　適用関係
　上記の改正は、令和 7年 4月 1日から適用さ
れています（令和 7年内閣府・厚生労働省告示
第 1号）。
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